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代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

17 0 2 17 0 2 15

1 0 1 1 0 1 0

16 0 1 16 0 1 15

104 0 31 96 0 22 74

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

361,101 353,959 351,643 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

令和5年度 令和6年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 135,484 150,405 委託料

② 147,608 148,278 委託料

③ 42,648 44,168 委託料

④ 13,640 14,752 委託料

⑤ 8,335 8,336 委託料

（対象期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日）
公社等経営評価シート令和6年度

（千円）

0

令和5年度

15

令和6年度

（千円）

継続して県下各交通安全協
会での各種事業を推進す
る。

財
政
支
出
等

県委託料

運転免許証の更新を受けようとする者又は特定失効者に対する
講習（優良運転、一般講習、違反講習、初回講習、原付講習）

その他の県からの支援等

企業の交通安全対策を管理する安全運転管理者等に対する講習

県補助金

種別

ホームページ等での情報
公開の推進

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

県借入金残高

財務改善

0985-35-6231

更なる職員配置の適正を図る。

更なる財政基盤の充実を図る。

県退職者の配置検討

経営・事業
運営改善

事業経営努力の向上

財政支出の更なる見直しを
図る。

交通教室、高齢者に対する交通安全教育、街頭指導広報活動、
室内勤務、特別勤務

役員数　

設立年月日

県交付金・負担金・
出資金

県職員人件費
（県支給分）

内容

①公社等のあり方
見直し

（人）

更なる職員配置の適正を図
る。

概
　
　
　
要

電話番号

 会長　矢野久也

2,000総出資額

設立目的

名　称

昭和46年12月6日

一般財団法人宮崎県交通安全協会

②
公
社
等
の
経
営
見
直
し

経営基盤の強化

特記事項

免許事務事業

交通安全指導員事業

更新時講習事業

令和4年度

安全運転管理者等講習事業

道路使用許可条件の遵守状況、現状回復状況等の現地調査、是
正措置

更なる職員配置の適正を図
る。

情報公開の推進に努める。 情報公開の推進に努める。

左記以外の者

県
関
与
の
状
況

退職者の推薦を要請する必要
性等について検討した上で、適
正な配置検討を図る。

主
な
県
財
政
支
出
の
内
容

事業名 事業内容

道路使用許可調査事業

15

非常勤

73

免許更新予定者に対する情報提供事務、免許証交付事務、免許
証再交付事務、免許証記載事項変更事務、学科試験の受付立会
事務等

財政支出の更なる見直しを図る

情報公開の推進に努める。

該当なし

職員数

③
県
と
公
社
等
の

関
係
見
直
し

財政支出見
直し

人
的
支
援

財政支出の更なる見直しを
図る。

更なる財政基盤の充実を図
る。

組織等適正
化

専務理事１名、非常勤監事１名が就任してい
るほか、各運転免許センターにおいて、専門
性の高い業務に従事している。

https://www.anzen-miyazaki.or.jp/

 警察本部交通企画課

0.0%

本会は、交通の危険防止のため交通道徳の普及高揚を図り、もって交通秩序の確立と交通安全の実現に寄与するこ
とを目的とする。
 
 
 

令和5年度

継続して県下各交通安全協会での各種
事業を推進する。

更なる財政基盤の充実を図
る。

改
革
工
程

県財政支出割合の減少

④情報公開推進

人的支援見
直し

適正人員配置の検討

宮崎市広島１丁目１３番１０号３F所在地

令和6年度

ホームページ

県所管部・課

継続して県下各交通安全協
会での各種事業を推進す
る。

道路交通法第108条の31に基づき宮崎県交通安全活動推進センターとして宮崎県公安委員会の指定を受けている。

0

法人運営の適正化

常　勤

適正に事業運営を推進し、
確実に公益目的支出計画を
履行する。

適正に事業運営を推進し、
確実に公益目的支出計画を
履行する。

適正に事業運営を推進し、確実に公益
目的支出計画を履行する。
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令和6年度 令和7年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 19,033 95.2% 20,000 20,000

② 590 73.8% 800 800

③ 114,216 76.1% 150,000 150,000

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

564,494 547,289 535,783 1,103,792 1,102,432 1,100,987

578,138 573,348 565,298 474,625 484,553 503,158

-13,644 -26,059 -29,515 629,167 617,879 597,829

20,308 20,877 19,005 98,468 102,290 111,378

0 0 24 67,382 70,888 82,472

20,308 20,877 18,982 31,086 31,402 28,906

6,664 -5,182 -10,533 1,005,324 1,000,142 989,609

996,659 1,003,324 998,142 2,000 2,000 2,000

1,003,324 998,142 987,608 2,000 2,000 2,000

0 0 0 0 0 0

2,000 2,000 2,000 1,003,324 998,142 987,609

2,000 2,000 2,000 0 0 0

1,005,324 1,000,142 989,608 312,637 306,524 291,247

令和6年度 令和7年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

91,516 84.7% 114,220 114,220

※ 令和5年度 実績値の算式

21.1 89.4% 20.3 20.3

※ 令和5年度 実績値の算式

※ 令和5年度 実績値の算式

改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ

令和5年度
指標名

正味財産

目標値

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

①

高齢者に対する体験型交通安全教育
の参加者数（人）

高齢者宅を訪問して交通安全指導を
行った数（人）

令和5年度

（うち特定資産への充当額）

　固定負債

　　　　　　　　  貸借対照表　　  　　　　（千円）

１　交通安全広報啓発事業   ２　交通安全指導員事業
３　高齢者交通安全教育事業 ４　交通安全協力隊事業
５　運転免許関係事務事業   ６　講習事業
７　安全運転管理等講習事業 ８　道路使用許可調査事業
９　証紙売りさばき事業

　　経常費用

　当期経常外増減額

一般正味財産期首残高

高齢歩行者交通安全教育事
業参加者数

20,000

算式（単位）

小中学校等での交通安全教室の参加
者数（人）

資産

　指定正味財産

　第11次宮崎県交通安全計画の目標達成に向
け、県所管課と連携しながら業務を推進した。
　今後も適正かつ効率的な業務運営の推進と会
員加入促進により自主財源確保を図る。

公社等改革
推進委員会
三次評価

公社等
自己評価

指定正味財産期首残高

総
合
評
価

108,111

（うち基本財産への充当額）

　

　一般正味財産

直近の県監査
の状況

指標の設定に関する
留意事項

活
動
指
標

財
務
状
況

実
施
事
業

　　　　　　　　　正味財産増減計算書　　　　（千円）

　

交通安全教室参加者数 150,000

　当期一般正味財産増減額

800

高齢者訪問指導数

　固定資産

評価 (Ａ.良好､Ｂほ

ぼ良好､Ｃやや課題あり、
Ｄ課題多い)

算式（単位）

　当期指定正味財産増減額

　流動負債

指定正味財産期末残高

一般正味財産期末残高

目標値

(119,031,623円÷565,297,634円×100）
②

91516

（うち基本財産への充当額）

管理費÷経常費用×100（％）管理費比率 19.0

会費収入額（千円）

加入者の減少や一定周期で運転免許更新者数の増減を勘案して目標値の補正を実施

　当期経常増減額

指標名

指標の設定に関する
留意事項

負債　　経常外収益

会費収入額
財
務
指
標

正味財産期末残高

　　経常外費用

　活動内容については、いずれの指標も目標値を下
回っているものの、高齢者訪問指導数や交通安全教
室参加者数は前年度から増加しており、交通安全の
実現に向けた取組は一定の評価ができる。
　財務内容については、会費収入が年々減少してお
り、経常赤字も続いていることから、自主財源の確
保に向けた取組が必要である。
　引き続き、交通安全教育に積極的に取り組むとと
もに、取組について情報発信を強化するなど、協会
の果たす役割に対する地域の理解促進に努めること
が求められる。

　　経常収益

　新型コロナ感染症が第５類に移行後、対面による
実施事業を展開し、県民への交通安全思想の高揚が
図られた。
　財務的には、経費削減等に努めているものの、
年々会費収入が減少していることから、県民に事業
の理解が得られるような取組を行い、会費収入を確
保することが課題である。

目　標
達成度

評価 (Ａ.良好､Ｂほぼ

良好､Ｃやや課題あり、Ｄ
課題多い)

③

（うち特定資産への充当額）

　流動資産

県所管部課
二次評価

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


